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現象が大きな註目を引いてきた(掛田， 1934;石橋， 1937， pp.157・173;武見，
1937)。隣接分野の地域科学においても、人口移動は主要なテーマであることは、






げておくにとどめたい(舘， 1961， pp.l・34，178・208;United Nations， 1973;北























































































































































































































































































らが f地理学評論J誌上に紹介されていた事実からも見てとれる31 de Geerは
境界決定法、 Gran己は地域区分法に聞連して言及されているa 一方、 Jalles• Sa-












































は、 1925年に内地の基本割量地図出版を完了するa また、 2万5千分のl地帯国
の出版は、当時沈滞期あったとはいえ、毎年20・70枚璽度ずつ着実に整価されてい
た。さらに、この時期に空中写真副量が本格的な研究の段階にはいるし、 30年に


















































































































































































































の韻域の「対象」がともかく立てられていることも見逃せない(石水， 1976， pp. 
8・12)。以上の理由から、本稿では一貫して「計量地理学」という表現を便ってい
るけ。さらに、計量地理学的研究に属するものは、わが国では戦前にもあったし、



















うるe 計量地理学的研究の分野として、いま石水に基づいて、 (1)分布パター ン































研究としては、例えば、先行・遅行分析(毘見， 1980)、空間的自己相闇(奥野， 1 
981. 1988;田中.1982a' b)、立地・配分モデル(Kohs叫ん 1983;石崎.1992)、
都市モデル(矢野， 1986， 1988)、シミュレーション・モデル(水野、 1987)、Q分
析(水野.1989;岡村， 1989)、さらに地図変換分析(保坂.1990; SugIura，1991) 
といったトピックに関する業絹もある。なお、時期的には前挫するが、都市経済
学・地域科学ないしは立地論からの膨署を受けた、経済基盤モデル(成田， 1961; 
加藤， 1978)、産業連関分析(成田， 1963;西脇， 1975)、臨形計画(坂本， 1963) 
に関する研究も、見逃せない。さらに、計量的方法の解説書(鈴木、 1975;奥野，























































































































































法 き主めて き詰めて 平均
い低い平均的高い い不明
分析 15 32 15 B 22 2. 
面タ分析 14 36 22 8 2 9 2. 
ーン分析 18 26 23 6 6 12 2. 
13 32 20 14 5 7 2. 
ロジー 11 21 23 10 6 20 2. 
的慢習良m町.f:J等弓p・怪7f自・割4慢y1鹿ォ骨，折'.11 リYタ
6 20 28 1 5 21 2. 
4 15 18 13 3 38 2. 
2 26 27 25 10 3. 
3 11 28 23 8 18 3. 
的ク相タEJレ作用モデル 4 13 29 31 12 2 3. 5 12 11 25 1 27 3. 
統閥系列 3 12 25 32 14 5 3. 
計学理骨Eモヂr学論折Yiデ手ルb タ
12 30 24 17 7 3. 
デ}タ 3 10 23 28 18 9 3. 
自益課 jt 
3 9 20 31 18 10 3. 。13 20 27 24 7 3. 
l 自 17 33 20 11 3. 
当理モ 1 日 9 20 15 40 3. 
Eン・そ 2 5 22 26 27 9 3. 
署地報図システム
8 9 28 21 24 3. 













































































































































































































































































ているし(Wrig1eyand Bennett， 1981; Od1and et a1.， 1989)、前出の表面-1に
明かなごとく‘この領域が計量地理学の申でおおいに有望とみなされている。





















































































































































































































































































































































































に符合するものである (Chrisman 生~.， 1989， pp.776・796)ロ
16)地理学の弱い米国では、 NCGIAの観置が、地理学が大学における主要な研究分
野でなければならないという認識の拡大に控立つことが、期待されている(Fo・
theringham and MacKinnon'， 1989). 
17)この中には、傾聴すべき批判が多い。例えば、地理的現象の考察にさいして
2{ないし 3)次元のユークリッド空聞の枠組みから脱却しようとしないこと(水



































































究の活発化(倒えば、二神， 1971;黒田， 1976;社会工学研究所， 1976;岡田，
1976; Mera， 1977. 1986， 1988; ~iltshire ， 1978， 1979a' b， 1980， 1981， 198 
2; ~iltshire and Abe， 1978;南・上田， 1978;斎野・東， 1978;内野， 1980; 
Abe and ~iltshire ， 1980;誤， 1982; Yamaguchi， 1983;伊藤.1984;河辺， 19 
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さて、 2つの樟本a、bの平均を Xa、 Xb、槙噂偏差を s.、 Sb、相関偶数を
-59・
r a bとし、標本の大きさを nとすれば、 2つの平均の有意差の検定には、棋の t
統計量が用いられる(岩原， 1965， pp.187・188)。
t a b 
X. - Xb 







I t I =2.014 
α 





時期 平均槙単偏差 相関偶数 七値
1958・60 -2. 807 5.134 
r12=0.836 t12=-0.052 
2 61・65 -2.778 6.804 
r23=0 .921 t23:::-2.605' 
3 66・70 -1. 744 6.014 
r34::0.908 t34:::-3.213・
4 71・75 -0.372 4.098 
f4S=0.870 七時:::-1.859
5 78・80 0.262 2.486 
fss=0.875 tS6= 3.016・
s 81・85 -0.314 1.736 
fS7=Q.960 tS7:: 1. 485 




I t 56 Iもこれに次ぐ大きな植を示しており、 1980年頃から新たな変化がまた、
このような統計分析の結果は、 Viningand Pallone 現れたことを意味している。
きれいに対応(1982)や Cochraneand Vining (1988)で言及された変化の画期と、
これは、 1960年代の内I t 23 Iも有意差を記錯しているが、
部においても、変イじが融しかった事を示唆している。
している。さらに、
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Vining and Kontuly (1978)、Viningand Pallone(1982)、Cochraneand Vining 
(1988)の業揖は、先進諸国で生じた共通的な変化を広く知らしめるという意義を
もっていたが、披らが誼定した中心部の範囲については、疑問を呈するものが少
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強差における空間的自己相関の有無の確認には、検定法(Cliffand Ord， 1973， 
pp.87・130;Brandsma and Ketellapper， 1979)を利用すればいい。統計的方法の
枠内でこの間題に対処しようとすれば、一般イじ最小二乗法の利用(例えば， lnoki 












ねばならない。このようなモデリングの例としては、 C1arkand Gert1er (1983)、






1963; Olsson. 1965;齢木， 1967;轟川， 1975; Rodgers， 1970;村山， 1985; 
Hatsukawa， 1991)。また、海外諸国にお砂る人口移動の既住研究の整理としては、










ただし、 Vijはi県から J県への移動ベロシティー、 Mijはi県から J県への移
動者数、 Pは全国人口、 Piは出発地i県の人口、 Pjは到着地j県の人口、であ





















































































ると、 B'C・Dの各タイプは、それぞれ、 1955年の場合、 33.1%，17.3耳、 6-0%.



























A.錦繍 B23iz c・操真聖移書動 D.犠ザ圏への
変数 (2，0701;-}.) (3601;-1.) (360ト}.) (66ト1.)
1955・ 1970・ 1955・ 1970・ 1955・ 1970・ 1955・ 1970・
0.19・ 0.11・ 0.38・ 0.52・ -0.36・-0.32・ 0.40 0.05 
-0.04・ 0.09・ 0.07 0.12・ -0.02 0.14・ -0.14 
制0.40・-0.42・ -0.50・-0.44・ -0.50・-0.44・ -0.51・-0.50・
0.10・ 0.04 0.05 ・0.05 0.12 0.14・ 0.20 0.24 
年農業人齢口出 -0.12・-0.10・ -0.08 骨0.18・ -0.16 ・0.03 -0.42・-0.64・
0.06 ・0.02 -0.01 ・0.14・ ー0.20 ・0.06 -0.45 
重相関偶数 r 0.490・0.455・ 0.626・0.513・ 0.577・0.481・ 0.717・ 0.714・
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b l=三J r km q In
m=1 
bkは k番目の姐立変数の、多重共縮性の艶響を抜き去った挫の新しいここで、
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tuly， 1978; Wiltshire， 1978; Vining and Pallone， 1982; Fielding， 1982; 































動転換の原因を撮る国眼的比較研究(倒えば、 Viningand Pallone， 1982; Fiel-
一顧だにされていないとding， 1986; Frey， 1988; Champion， 1989)においては、
いっても過言ではない。 このような人口学的決定困を重視する移動転換論は、倒





















年齢階輯 1960-65 1965-70 1970・75 1975・80 1980-85 。-4 3.71 8.27 13.57 ー14.86 -12.40 
5・ 9 価14.87 3.95 9.55 12.24 -14.95 
10・14 -16.22 -14.43 5.40 t6~ 19:~~ 15・19 17.22 '16.48 -12.30 
20・24 9.45 17.54 -14.90 -13.57 4.59 
25-29 1. 74 8.67 18.77 神16.25 -13.47 
30・34 10.15 1.39 10.047 4 -153.935 1 35・44 21.62 15.51 7. 5. 
45・54 6.37 11.51 23.03 16.34 5.76 
55・64 11. 20 10.96 9.89 12.53 23.08 
65・ 14.78 18.61 20.92 20.10 17.10 
. --ーーーーーー--ーーーー白ーーー冒---一一一品・ーーー四冒ーーー・ーーーーーーーーー---一一一一晶圃・----



















































ところで、 Viningand Kontu1y (1978)， Vining and Pa110ne (1982)， Coch-















われてきたB ここで利用するのは、近年 Plane(1989， 1992)や Planeand Ro-














dson， 1978; Plane. 1989)に対応する。
ついで、書成分の定義を明らかにしておきたい。人口基盤成分は、
Aljk= (.d.Pik/Plk) Mijk (VI -2) 









BiJk= [ (sMi.k/Mi'k)ー (sPik/Pik)] Mijk CVI-3) 





















= [ (l:.Miik/Mijk) (ーl:.Mi.k/Mi'k)] MUk (¥1-4) 
である。この成分は、 AiJkとBi j kの両効果を除外したあとの、特定の到着地を
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C I'k sMt.k AI-k Bi.k 
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ならびにC・jkとムEjkの聞の相闘Ai.dあるいはBi' k)とb.E i k、ここでは、
それぞれ、出発地と到着地における基b. E i kとb.E j忙は、なお、分析を試みる。






Eik Eik Ejk 
義官制4
く周辺部から中心部への移動〉
A目 .k B;・ c・jk 
と とど





























































































































































































































Bh. Ct B'f C'f と
Eh' Ch' Eh・ C h• 
鉱業 ー.368制ー.297申 専門技樹輯 -.805主宰 -.78 
瞳殻業 -.412柿 -.337車 管理職 ー.624帥・.58事
製造業 .581柿 .706車事 事務職 ー.694“-.621“ 
卸小売業 ー.663帥 -.602柿 販売 -.656帥 -.594車事
金融保険業
車 事 事 事
-.766 ー.724 採掘職 -.399< -.330 
運輸通信業 -.467制-.353料 運輸通告臓 .216 .30本
サービス業 -.762柿ー.722車事 生産職 .478** 量609**























































































Kitchell，B.R. ed.C1980， 1982): 1nternational Historical 
Statistics. l'Iac阻illanPress，および UnitedNations(1981・














































う(冨田， 1989. p. 91)。
4)ちなみに、 1955、師、 75、85年の4年次における、センサスから判明する全














































































B年の平均を佳うことにした(例えば、 1980年の移動は、 1979、問、 81年の3年間
のデータの平均とする)。また、いま問題にしているのは、 60年代の都市北の動き
の強かった時期以障のことなので、 1965年から85年までの純移動数(転入数一転出
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効果に分離する伝統的な方法である(加藤， 1981;太田， 1982;阿部， 1991).こ
れらは、それぞれ、全国成長効果 nationalgro~th effect、比例効果 propor-
tional effect、離合効果 competitiveeffectと呼ばれている(Richardson，19 
78; Plane， 1989a)。これを式の置きで示せば、以下のようになる。
b.Eik=Nik+Mik+Cik (VI -1) 
ただし、全国成長効果 Ni戸 (AE--/E1)EL (V[-2) 
比例効果:
ト t， t 
Mik= (fl.E ・k/Eλ-b.E../E・ E:k 四-3)
t "_ t， _ t 
Cik= (b. Eik/E~k-llE ・k/E・k)Eik (VJI-4) 競合効果:
ここで、 EL: 時点 tにおける i地域の k部門の就業者数
fl.Elk:時点 tから時点 t+1までの i地域の k部門の就業者の増加数
-123・
E?l〈: 時点 tにおける全国の k部門の就業者数
.6E ・時点 tから時点 t+1までの全国の k部門の就業者の増加数
E1: 時点 tにおける全国の全部門の就業者数











































t. . ，. _ __t い。ここでは、(.Ll E../E~.) と(.LlE ・k/E・k)を、表VI-2に掲げるだけにと
どめておきたい。これらは具体的には、それぞれ、全国における、全部門の就業
者蹄散の伸び率と k部門における就業者総数の伸び率を示す。比例効果Mikから







































































































































































































































































1965・70 1970・75 1975-80 1980・85
建誼業 .32 .27 
(5.19) (2.27) 
製造業 1.5 .89 .21 
(12.74) (15.70) (2.80) 
卸小売業 ー.50 -2.17 
(-3.51) (-8.01) 
金融保険業 -.45 1.12 -.80 
運輸通信業
ト2.43) (3.98) ( -9.59) 
.42 
(3.39) 





定数 -.04 .13 ー.03 .23 
1'2 .95 .90 .84 .91 
ーーーーーー+薗 F 宇一一一』岨ーーーーーーーーー冒ーーー-~ ~-ー』凶・- -- --ーーーー・ーーー・面圃守『干ー一一---園田
ー 髄7AE襲撃量 -.02 5 4 .805 6 :;i :~8 
槙瞳化上残蓋部 I 2.0 1 

























































-.43 -.71 -.49 -.74 







-.03 -.19 .03 .04 
E F 






























































































































































































されるので、こうした点を配慮するには、 Sihagand HcDonough (1989)が展開
したような一般的な枠組みがふさわしいであろう。
8)なお、全国レベルの反都市化をめぐる語論は、実体的には明らかに移動転換








































































であろう、との指摘もある(HcKayand Whitelaw， 1977; Sell， 1983)。また、都
市居住人口事の上昇や都市経掛の三次化は、圏内移動に占める都市間移動の重要
性の増大をもたらすと考えられるが、転勤移動は、この都市闇移動の主役を損じ















































































定義される(安田，1969， pp.51・5;奥野 t 1977， pp.83-86;柳川 t 1986， pp.37 
-38). 
1 J (Oij-Eij) 2 X2= L L ¥'-'IJ ~'JJ (VII-l) 
i=1 j=l μij 


















X2= L L 
i=l j=l 
を笹う。
(1 Oij-Eij I -0.5) 2 









I X2¥ 112 
(羽ト4)
ゆ= 1-1 咽・5)
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6; 462 (100. 0 ) 
i:ii11:1j 
di jil:ij 
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パー， 1964， pp.128-156; Vining and Kontuly， 1978; Cochrane and Vining， 1 
988)が、以上の区分に対する一応の担担をなしている。表四-2によれば、転勤移
動の割合が一貫して増大しており、特に70年代から80年代への割合の上昇が顕著




























-ーーーーーー司・・~---司四四---1旬ー ーー ・ー ・・・・・・司田ー ーー ・ー・・・・・・・司'門司一一一一-~・ τ ・----司--------ー ーー































県内 地域内 地域間 計
転勤 221 110 182 513 
(43.1) (21. 4) (35.5) (100.0) 
進学 29 (202.3 2) 62 o∞1.4 0) (25.4) (54.4) 
就職
(4舟) 77 (23.5) (100.0) 
転職 225 61 112 398 
(56.5) (15.3) (28.1) (100.0) 
家業継承 32 7 13 52 
(61.5) (13.5) (25.0) OOO.O} 
結婚 851 79 21 951 
(89.5) (8.3) (2.2) 000.0) 
離着毛死亡 83 25 10 118 (70.3) (21. 2) (8.5) 000.0) 
親子とと同同居居 ・ 117 31 29 177 (66.1) 07.5) (16.4) 000.0) 
住宅事情 2.430 210 21 2，661 
(91. 3) (7.9) (0.8) (100.0) 
手協議署 | 57 5 6 68 (83.8) (7.4) (8.8) (100.0) 
(if9) (12:O) (10:0) 000.0) 
. --ーー一一一 一ー岨副ー ーー・・圃咽 寸ー ーー』園早ーーー-- --ー~ --~晶圃--------..---肝ーーーーー』


























67 (36.8) 36 (19.8) 79 (43.4) 
152 (46.5) 74 (22.6) 101 (30.9) 
219 (43.0) 110 (21.6) 180 (35.4) 
X2=8.16 (珂水温有意)、 v=O.127.


























































































4 3 3 
。
4 0 1 2 
19 57 
8 1 。 46 
6 71 13 25 2 13 135 。 2 12 37 4 2 5 64 。 0 2 13 2 3 D 29 18 2 。1 。。 。 2 6 。 1 。 2 。 3 3 。105 114 

































































































rAJ 三大都市圏 rBJ 広域中心部市圏



















































































































































































(Cliff豆主宣1.，1974， 1975， 1976; Curry， 1972; Curry 主主~.， 1975; Johns-
ton， 1973， 1975， 1976; Sheppard阜Lal.， 1976)は、つとに有名である。これに

























r 1 s T i j = k V ;'"W / d i~ 
と尭圭制約モデル
γH Tij =Ai QiW/ d i~ 
(]X -1) 
(IX -2) 
の代替藁として畳場した。ただし、 Tijは出発地 iから到着地 jへの相E作用
敬、 Viは iの放出性、 Wjは Jの吸号|性、 Aiは



















γ f3 ~~ 0 Tij:::::AiOiW/ drjHjV C1X-4) 
ここで、 Hjは特定の目的地からみた他の全目的地への近接性であり、










































































































TiJ=kv~iy d 月 (X -1) 
と定式イじできる。ただし、 T;jは出発地iから到着地Jへの相互作用、 V;はiの
放出性、 WJは jの吸引性(魅力度)、 dijは i、j聞の距離、 k、 α、γ、 月はパ
ラメータである。式cx-l)を対数変換すれば、




と定式化されるe ただし、 Tijは出発地 iから到着地 jへの相互作用、 Aiは
iに関する均街因子、 Bjは Jに関する均街因子、 Oiは iから出発する相互作



















と示される。 nは、対象システム内の地区散である。また、移動コスト Ci jは、
一般的には距離di jと比例闘儲にあるため、式(X-1)におけるdi jに対応するもの



















ある。具体的に示せばこれは、 戸の推定にさいして、移動コスト関数をeKp(s C 
idとするもので、 Xijをiから jへの相E作用(推定値上 T=LjOi=LiDj= 
i: L i・jXリ、 K=LLi・jOicijDj、Ei=LCijDj、F=LCijOi、とする
とき、 戸の初期推定値slは、次のように求められる。









Oi CijDj ， K 
T 、 T2
Ei + Fj 

















1.大津市 2.彦恨市 3.長浜市 4.近江八幡市
5.八日市市 6.草t'¥t市 7.守山市 邑志賀町
9.栗東町 10.中主町 11.野洲町 12. 石部町
13. 甲西町 1'1. l}.;口町 15.土山町 16.甲賀町
17.甲南町 18.信楽町 19.安土町 20. 蒲生町
21.日野町 22. 竜主町 23 永源寺町 24.王個
荘町 25. 能登川町 26.愛東町 27.湖東町 28.
努在町 29.愛知川町 30. 盛郷町 31.甲良町
32.多賀町 33. 山東町 3斜‘.1.伊吹田町f 3お5 米原町
3鉛G.近江町 3幻7.捷尭酎J井十凶匝町r3却8.‘虎姫町 3泊9.湖北町
4叫O.ひ
目町r4制4.西洩J井十町 4品5. ""キノ町 ‘，1陥6.今諒町 4訂7.
' 

























































































??? (X -12) 
である。ただし、 nは対象としている空間システムの地区数、 Wijは i地区とJ












ただし、 rl 最近隣平均距離、 reは理論的な最近隣平均距離、 nは対象システ






















効果を把揖できるはずである。まず、①に闘しては、高担 (1980~ pp.116-124. 2 
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距離制度髄『 踊員』織令 ヲ君主「 C' O 7E D j 
人口 {道路距離 0.718 0.922 2，145，0 
道路距離 0.71 移動 0.957 
所要時間 0.815 1.222 2，042，2 
(道路距離 0.687 0.689 1，568，2 
所要時間 0.76 0.778 

























とには困難があるため、 ここでは観副値を離れたシミュレーションによって、 ~ '-
の問題の影響を検討することにしたい。地図パターン問題に対するシミユレーシ
ヨン・アプローチの有用性は、 Sheppard(1979，p.13日によって言及されているし、
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たい。第2節で扱った相互作用の聾素数は (50x 50)ー 50=2，450であったのに対
し、本節におけるそれは (25x 25)ー 25=600である。 l要素あたりの XijCijは
両者において等しいとし、このシミュレーションでは、 C.が表X-2に示した 600
/2，450倍の輔聞をおおむねとるものとしたD ただ、対象データからの制約を睡










最近隣制度 R 1.83 1.09 0.53 
}般化モーラン品数I
0.189 1.118 0.226 
Dj 0.484 1.390 0.605 





-0.103 -0.061 -0.122 
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のパターンについては視覚的に分布の形状を識別するしかない(奥野， 1977， p 
p.139田145)。検定の結果、揮2のパターンはランダム型とみなされたB
10)滋賀県における事例研究と整合性をもたせるために、ここでは、距離行列の



































































































第ーに、既に開発されているこの特性の検定法 (McPadden~.， 1976， 197 





























ド・ロジット・モデルCMcFadden，1977; Sobel， 1980;森杉， 1984; Ben-Akiva 

























地 jへの相互作用数、 Viは iの放出性、 Wjは jの吸引性、 Aiは
2:Tij= Oi 
J 
を保証する均衡因子、 Oiは iからの描出総数、 di jはi、j聞の距離、 γ(>0)、
s (<0)、sはパラメータであるロまた、 Hjは特定の目的地からみた他の全目的地
への近掻性であり、










(XI-2)を導いてみよう a いま、 Urjを rという個人が Jという目的地を選択す
るさいの効用関数、 Yr jをUrjの代表成分、 正rJをランダム成分としよう固また、
移動者の属性は重要でない、と伍定する。さらに、 Yr jが、 rにとっての jの吸
引性であるWrjと、 rにとっての jまでの距離であるdr jのみによって規定され
るとともに、 Urjの増加分が、 Wrjの増大につれて小きくなる一方、 Urjの減少
分が、 dr jの増大につれて小さくなる、と仮定する。すると、 Urjは、次式で示
されるa
Urj=Yrj+εr j 
=γln W r j + s1 n dr j +εr j (XI-3) 
よ式の Er jについてガンベル分布を想定すると、次のようにして、多項目ジット
モデルを導ける。

























e γ111Wr j e H ln d r J 
、?
、??、????
?? ???? ，??ー 、??
wJ;df』
r ，s ろ(Wr'J d'";.j) 
式(Xト4)は、式(XI-1)の尭生制約モデルに対応する多項ロジツトモデルであるa







γ s TT d 
prj = Wr'j d rj Hr-j 
γ 戸 8








Urk=γ11nWrk+戸1ln d r k + E r k (XI -6) 
第二段階の選択に闘して
Urj=γ2 ln Wr j + s 2 ln d r j +正 rj (XI-7) 
という効用関数を仮定しよう。ここで、 kは目的地選択の第一段階で選択される
クラスター 、 Wrkとdrけま、それぞれ、 rにとっての kの吸引度、 rにとっての
kまでの距離、 εrkはその誤差項である。 Y1 (>0)とs1 (<0)は、第一段階での遵択
にかかわる効用関数中のパラメー夕、 γ2(>0)とs2 (<0)は、第二段階での選択に
かかわる効用関数申のパラメータである。




wγ1d H1 r k Q r k z (W「Ja d r Fj2・)(1-17) 
j'ιk 
一



















ここで、 z (Wr j -d r j，)は、そのネストの期待最大効用を示す合成変数、
j 'e k 















Clark and Onaka， 1985; Odland and Ellis， 1987; Liaw and Otomo， 1991; Li-


















せる a 同一県内の移動は、分析の対象外であるa 式(XI-4)、(XI-5)‘ (Xト8)にお










































































































































































ρ2 = 1 -IJ.!) 
L (0) (XI -9) 
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はまりが良野になる個向にある。この典型倒が、 rABC D E F GJ、すなわち、北
海道・東北、関東、中部を一つのクラスタ}、残りの各地域をそれぞれ単姐のク
ラスターとするものである。このケースは、石川・岐阜・静岡以東の東日本の諸
県からの摘出に関して卓越しているa 他の例は、中国の4県で見られる rAB C 
DE F GJ、四国の4県で見られる rAB C DFE GJ、九州の4県で見られるは











































































































rA B C D EFGJ、 rABC D EF GJ、 rABD C EG FJ、 rABCD E F GJ、
fAB C DE F GJ、 rABC D EGFJ、 rAB CD EG FJ、
の7ケース、クラスター数6の選択トリーとしては、
rA B C D EFGJ、 rA B C D E FGJ、 rA B C DFE GJ、 rAB C DE F GJ、






































































































なぜなら、 nX n (nは地区数)のフローを扱う全地区一括型 system-wideの分析
では、同推定値が一個しか得られないし、対象システム内における異なる空間構
造を持つ地区間土が、その距離パラメータ推定値の偏りを「申和」してしまう可

















γ ， s i T i j = k V i~ ， w / ' d ;j (XI -1) 
-219・
と発生制約モデ‘ル



















































G=.:E.:E Plj ln (Pij/qij) 
1 J 
(XI -5) 
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と示される。この統計量は、 Pijニ qi jのときゼロの下限値を持ち、 i、jのどの
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されているものの(例えば， Hudson， 1975; Plane and Rogerson， 1989b)、それを
モヂリングに取り込もうとする試みは、ようやく近年始まったという現状にある
(例えば， Taylor， 1978; Goodchild and Kwan， 1978)。
この文脈で言うと、近年蹴合着地モデルを、都市システムの階層性や介在機会

































































































γI s i ~ c T i j =A i 0 i W / ' d ;'"i'QiJ (XII-I0) 
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相互作用の種類 一r2 I 1 I r2 I 1 I r2 I 1 I 




日本人口移動(960) 0.895 0.140 0.911 0.142 0.931 0.113 
人口移動(1980) 0.861 0.178 0.8740.168 0.885 0.157 
進学移動(1980) 0.958 0.174 0.961 0.175 
米国の数値は、 Fotheringham(1984， 1986a)による。 r2は、
一





変動幅が潜在的に小さく押さえられていることによると思われる旬 ちなみに、 v '-
れは、 Fotheringhamが使用した r2値を適合度統計量に用いて、 ここでの事例と比
較した表XI-7からも、理解されよう。
なお、空間構造効果を取り込んだ変数を導入すると、残差の空間的自己相闘が















ら樽られる日 iの期待値E(戸i)は、改のように示される(Hanushekand Jackson， 
1977， pp.79・83;Fotheringham， 1984)。















* * 出血すると、 l-r2(d;j，Wj)とs(Hj)/s(d;j)は常に非負なので、歪みの具体
的方向が、絶対値の大きい方向となるか、小さい方向となるかの分岐点は、式(X
本車 車車也、b




























発生制約競合着地階層 発モ生デ制ル約 競モ合デ着ル地モ階デ層ルモデル モデ‘ルモデル
|発モ生デ制ル約 建セ生プ倒J的ν 





0.81 0.81 0.82 0.82 
発寸生=ブ3ー附JlI 尭セ生ア3司Jν拘
デ}夕げ|胎-t7J費-/地紳セット 2 レ 0.95 堤セ合プJ費J地 帥レ 0.94


























-0.13 -0.31 -0.08 











































































































と定義されるa ただし、 iは出発地、 jは到着地、 Tijは iから jへの相互作















Uk ニ~ ~ ~k=iのとき)













. An =::exp( a o/ c) 
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に高い水準にある。このうち、四園 [36-39Jと沖縄 [47Jを除く九州 [40・46]
は、それぞれコンパクトなまとまりを作っており、推定距離上これら四国4県と
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